































































































































年） 1頁以下、消費者庁企画課編・前掲注（ 4） 5頁以下等参照






































































































































































































































































































































































































































































































































































































（最一判平成17・ 7 ・14民集59巻 6 号1323頁）は、（狭義の）適合性の原則から著し
く逸脱した行為を、不法行為法上も違法としている。








































































































































































































































































































































































































































の意見である）。労働契約法上は、合意原則（ 1条・ 3 条 1 項・ 8 条）、信義

























































































































































































































































































































































































































































































巻 2 ・ 3 合併号（2015年）201頁以下参照
消費者契約法と労働契約法（村山）　　179
や客観化を考察する際の素材として、投入する予定である。
　筆者は民法・医事法を専門領域とする者であるが、本研究の目的遂行のた
め、本稿においては消費者法および労働法分野の知見に依拠した研究を行っ
た。該当分野からの御協力があったことを特記し、御礼に替えさせていただ
きたい。
